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Ⅰ　は じ め に

医師の労働市場は，人々の医療や福祉にかかわ
るため関心を持たれやすい分野である。中でも女
性医師の存在は従来の男性中心的な医療現場の秩
序に変化を要求するものであり，様々な抵抗や議

特集●専門・管理職の女性労働

女性医師の活躍を阻むものはなにか

他国と比較すると日本は全医師に占める女性の割合が極めて低いが，2000 年の 14％から
2016 年は 21％とゆるやかに増加している。また，近年の診療科の選択の傾向をみると選
択傾向は男女ともに多様化しつつあり，性別による診療科の偏りは変化している。国など
による種々の女性医師支援策も長らく取り組まれており，課題はあるものの働きやすい環
境を整備するという大きな流れが形成されている。他方で，2018 年には一部の医学部大
学入試において女性合格者の数を意図的に抑制していたことが報じられ，その後の調査に
よって全国的に男性合格率は女性に比べて高いという傾向が明らかになった。これをもっ
てして広く差別が行われているとはいえないが，他学部の入試では見られない傾向であ
り，かつ医師免許の国家試験合格率では一貫して女性医師のほうが高いということと併せ
て考えると，医学部入試においてのみ男女の傾向が逆転しているというのは特徴的であ
る。仮に入試の時点で一定の差別をしているならば，国や自治体が女性医師の働きやすい
環境づくりにどれだけ尽力したとしても，女性医師が増えることはなく，労働環境改善
の圧力は弱いままになる。性別を問わず，受験者や医師が自らの能力を正当に評価され，
またその能力を十分に発揮させることができるよう，今後も医学部入試や労働環境の変化
を注視していくことが必要である。

深見　佳代
（鳥羽商船高等専門学校助教）

論を呼んできた。現在，多くの女性医師が医療現
場で能力を発揮しているものの，その活躍は依然
として多くの要因によって阻まれている。代表的
なきっかけは仕事と出産・育児といったライフイ
ベントとの両立であるが，2018 年に報道された
ように，そもそも大学入試において性差別が存在
している可能性も指摘されている。本論文では，
女性医師の活躍をめぐる状況とその変化について
考察するため，女性医師の割合や診療科選択の変
化，国などによる支援策とその課題，また入試差
別問題について最近の動向を明らかにする。
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Ⅱ　女性医師の割合

日 本 は 全 医 師 に 対 す る 女 性 医 師 の 割 合 が
OECD 諸国の 36 カ国中で最低である（図 1）。多
くの国において女性医師の割合は 40％を超えつ
つある一方，2016 年においても日本における女
性医師の割合は 21％と，約半分である。エスト
ニアは 2000 年から 70％以上の割合で，ポーラン
ドは 50％以上，イギリス，ドイツ，フランス，
イタリアも 2016 年には 40％を超えており，アメ
リカも 2000 年の 25％から 10 ポイント以上伸ば
し，2016 年には 35％である。日本は 2000 年に
14％であり，この時点で他国から大きく後れを取
っているが，徐々に割合を伸ばし，約 7 ポイント
増加させて 2016 年には 21％である。極めて緩や
かではあるものの，女性が 1 割代の状況から 2 割
代の状況にまで少しずつ増加してきたといえる。

なお，女性医学生の割合は 1980 年に 15％以
下だったがその後順調に伸び，わずか 14 年後の
1994 年には 30％を超えた（図 2）。ところがその
後 25 年間にわたって横ばいが続いており，2019
年は 37％と，依然として 40％には届いていない。

Ⅲ　診療科の選択

また，これまで医師はその性別によって選択す
る診療科に偏りがあると言われてきたが，診療科
の選択は男女ともに多様化しつつあるのが近年の
特徴である。表 1 は 1996 年と 2008 年，男女別診
療科別に医師の人数をみたものである。

女性医師の割合を見ると，1996 年は内科群
（36.7％），眼科（13.8％），小児科（13.6％），皮膚
科（7.2％）の 4 診療科で全女性医師の 7 割を占め
ていたが，2018 年は内科群（33.8%），小児科（9.8
％），眼科（8.4％）産婦人科群（7.9％），皮膚科

（7.2％），精神科（5.9％）の 6 診療科まで含めて 7
割を超えている。減少幅の大きい順にみると，眼
科は 5.4 ポイントの減少，小児科は 3.8 ポイント，
内科群は 2.9 ポイント，耳鼻咽喉科は 2.0 ポイン
ト減少しており，これら以外の診療科の選択が広
く増加している。増加幅が大きいのは，麻酔科の
2.5 ポイント，外科群，産婦人科群，その他群の
1.8 ～ 1.9 ポイント増である。実数についてみる
と，女性医師は全体の人数の増加に伴い全ての診
療科で増加しているが，特に増加が著しいのは次
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出所：OECD.Statより筆者作成。

図１　OECD加盟国の女性医師の割合
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出所：『学校基本調査』（文部科学省）より筆者作成。

図２　医学部医学科入学者に占める女性の割合
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の診療科である。心臓血管外科は 1996 年と比較
して 7.5 倍（24 人→ 179 人），外科群は 5.5 倍（366
人 → 2011 人 ）， 形 成 外 科 は 5.8 倍（126 人 → 733
人），泌尿器科は 5.7 倍（72 人→ 409 人），リハビ
リテーション科は 5.4 倍（115 人→ 619 人），脳神
経外科は 4.6 倍（86 人→ 392 人），麻酔科は 4.3 倍

（799 人→ 3409 人）である。心臓血管外科をはじ
め，外科系診療科で人数の増加が著しい。

診療科の偏りが緩和しつつある傾向は男性医

師でも同様にみられる。1996 年には内科群（42.3
％），外科群（12.5％），整形外科（7.9％），産婦人
科群（5.5％），小児科（5.0％）の 5 診療科で全男
性医師の 7 割以上を占め，2018 年も同様に内科
群（40.5％），整形外科（8.9％），外科群（9.2％），
精神科（5.3％），小児科（4.8％），脳神経外科（3.0
％）の 6 診療科を含めて 7 割を超えているが，外
科群は 3.3 ポイント，産婦人科群は 1.9 ポイント，
内科群は 1.8 ポイント，耳鼻咽喉科は 0.6 ポイン

	 表 1　診療科別の医師数と医師割合の変化	 （単位：人，％）

実数 割合

1996 2018 1996 2018

男 女 男 女 男 女 男 女

内科群 76062 8535 91076 19509 42.3 36.7 40.5 33.8

外科群 22393 366 20653 2011 12.5 1.6 9.2 3.5

小児科 9060 3157 10727 5652 5.0 13.6 4.8 9.8

精神科 7844 1236 11918 3434 4.4 5.3 5.3 5.9

整形外科 14162 280 19950 1033 7.9 1.2 8.9 1.8

形成外科 959 126 1752 733 0.5 0.5 0.8 1.3

脳神経外科 4694 86 6743 392 2.6 0.4 3.0 0.7

心臓血管外科 1747 24 2845 179 1.0 0.1 1.3 0.3

眼科 6177 3207 7882 4872 3.4 13.8 3.5 8.4

耳鼻咽喉科 6616 1216 7009 1824 3.7 5.2 3.1 3.2

皮膚科 4264 1683 4654 4165 2.4 7.2 2.1 7.2

泌尿器科 4401 72 6566 409 2.4 0.3 2.9 0.7

小児外科 422 39 644 147 0.2 0.2 0.3 0.3

リハビリテーション科 701 115 2019 619 0.4 0.5 0.9 1.1

放射線科 2947 418 4858 1499 1.6 1.8 2.2 2.6

麻酔科 3090 799 5413 3409 1.7 3.4 2.4 5.9

救急科 ─ ─ 2781 418 ─ ─ 1.2 0.7

産婦人科群 9887 1416 8029 4567 5.5 6.1 3.6 7.9

その他群 4311 485 7514 2287 2.4 2.1 3.3 4.0

臨床研修医 ─ ─ 1816 577 ─ ─ 0.8 1.0

合計 179737 23260 224849 57736 100 100 100.0 100.0

注：1）診療科の選択が流動的であり，かつ研修医を多く含む 30 歳未満は除いている。
　　2） 1996 年は研修医の項目がないため，調査票を受け取った時点で研修中であった各 18 診療科に分散して存在していると考

えられる。
　　3） 診療科群の分類は日本医師会総合政策研究機構（2018）に従っている。1996 年の内科群が含むのは内科，内科診療科，

呼吸器科，消化器科，循環器科，アレルギー科，リウマチ科，神経科，神経内科，2018 年の内科群が含むのは内科，呼吸
器内科，循環器内科，消化器内科（胃腸内科），腎臓内科，神経内科，糖尿病内科（代謝内科），血液内科，アレルギー科，
リウマチ科，感染症内科，心療内科，1996 年の外科群が含むのは外科，呼吸器外科，気管食堂科，こう門科，2018 年の外
科群が含むのは外科，呼吸器外科，乳腺外科，気管食道外科，消化器外科（胃腸外科），肛門外科，1996 年・2018 年の産
婦人科群が含むのは産婦人科，産科，婦人科，1996 年のその他群が含むのは美容外科，性病科，全科，その他，主たる診
療科不詳，不詳，2018 年のその他群が含むのは美容外科，病理診断科，臨床検査科，全科，その他，主たる診療科不詳，
不詳である。

出所：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）より筆者作成。
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ト，皮膚科は 0.3 ポイント，小児科は 0.2 ポイン
トそれぞれ減少し，これら以外の診療科の選択が
それぞれ 0.1 ～ 1.1 ポイント程で増加している。

男女ともに内科群が依然として最大の構成人口
であるが，診療科の選択は多様化しつつあり，従
来ほど性別による診療科選択の偏りはなくなりつ
つあるといえる。

ところで，外科系の診療科で医師が不足してい
るのは，女性医師が増加したからだと主張される
ことがある（遠藤 2007：吉田 2010）。なぜなら女
性医師は体力的にあまり厳しくない内科や眼科，
皮膚科，耳鼻咽喉科などを選択し，眼科や耳鼻咽
喉以外の体力的に厳しい外科群を選択しないから
だという。

確かに，眼科，皮膚科，耳鼻咽喉科を選択して
いる医師の割合をみると，2018 年には男性医師
の 8.7％が選んでいるのに対し，女性医師は 18.8
％が選択している。しかし，1996 年には女性医
師の 26.2% が選択していたので，この 3 診療科に
ついても過去ほど女性医師の選択は少なくなって
きているといえるだろう。

また，2018 年に外科群を選択している男性医
師は 9.2％，女性医師は 3.5％であるから，女性医
師は男性医師に比べて外科系診療科を選択してい
ないといえるが，これは外科系診療科で医師不足

が起きていることの背景といえるだろうか。
外科群の人口構成を図 3 に示した。注目すべき

は，男性外科医の減少と女性外科医の増加であ
る。1996 年，男性外科医は合計 2 万 2393 人であ
った。このうち最大の集団を構成していたのは
30 代の若年層で，人数は 7586 人，男性外科医全
体の 33.9％を占めていた。約 20 年後である 2018
年，同集団は 50 代となり人数は 5323 人とやや
減少しているが，依然として最大の割合（25.8％）
を占めている。つまり，1996 年に若年だった層
は人口を減らしたもののその後若手医師が供給さ
れないため，現在も最大の人口割合を維持し続け
ている，というのが男性外科医に起きている現
象である。一方女性外科医をみると，1996 年時
点で最大の集団を構成していたのは男性と同じく
30 代で，257 人おり全体の 70.2％を占めていた。
2018 年に同集団は 50 代で，ほとんど人数は変わ
らず 217 人であるが，全年齢に占める割合は 10.8
％にまで急落している。なぜなら，若年医師が前
世代よりも多く継続的に供給されており，2018
年でも 30 代が全女性外科医の 53.5％と最大の割
合を占めているからだ。つまり，既存の外科医の
数が減少しかつ若年の供給も少ない男性外科医
と，既存の外科医の数をほぼ維持したまま若年の
大幅な供給がある女性外科医という二つの状況が
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図３　外科群の男女別人口構成 （単位：人）

注：診療科の選択が流動的であり，かつ研修医を多く含む 30 歳未満は除いている。
出所：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）より筆者作成。
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背後で起こっているのである。
加えて，30 代医師の診療科選択傾向をみると，

1996 年には 30 代男性医師の 13.4％が外科群を選
択していたのが，この割合は年を追うごとに減
少し，2018 年には 9.8％にまで減少している（図
4）。一方，30 代の女性医師は 1996 年時点でわず
か 2.7％が外科群を選択していたのが，2018 年に
は 5.4％に上昇している。つまり，若手男性医師
は外科群を選ばなくなりつつあり，若手女性医師
は外科群を選びつつある。仮にこの傾向が続くな
ら，外科群を選択する割合は男女で逆転する可能
性がある。

診療科の選択傾向は男女ともに多様化しつつあ
り，女性医師だから眼科，皮膚科，耳鼻咽喉科，
男性医師だから外科系を選択しているに違いない
という傾向は変わりつつある。また，女性医師の
増加が外科医不足の原因とされることもあるが，
外科群医師の減少の背景には既存の男性外科医が
減少していることと，若年男性医師の外科離れが
進んでいることが指摘でき，逆に既存の女性外科
医の減少幅は小さく，加えて若年女性医師が外科
群を選択する傾向は年々強まっているので，少な
くとも今後は女性医師に外科医不足の原因を求め
ることは難しいだろう。このように，性別による
診療科の別は大きな転換点を迎えようとしている。

Ⅳ　女性医師支援策

女性医師の割合を増やし，またどのような診療
科でも継続して働くことができるよう，厚生労働
省をはじめ国や各地方自治体，医育機関もこれま
で医師の労働環境整備を継続的に行ってきた。厚
生労働省が進めてきた取り組みのうち代表的なも
のは女性医師等就労支援事業，女性医師支援セン
ター事業，女性医師キャリア支援モデル普及事業
である。

女性医師等就労支援事業は各都道府県に対する
国庫補助事業で，2008 年に開始した。子育てや
配偶者の転勤にともなう離職で医療現場を離れた
女性医師に対し，復職のための受け入れ医療機関
の紹介などの相談業務の支援を行うことや，働き
やすい職場環境の整備，離職防止や再就職の促進
を図るための医療機関における活動を支援する目
的の事業である。ただし，総務省「医師等の確保
対策に関する行政評価・監視　結果報告書」によ
ると，2012 年に相談窓口を設置したのは 12 都道
府県で，年間平均相談件数は 22.3 件，相談件数
10 件以下の窓口が 25％であった。また，病院研
修を実施したのは 2012 年に 8 都道府県，受講者
数は 6 人で，受講者数 0 人だった都道府県は半数
にのぼり，十分な活用には至らなかったようであ
る。2014 年，新たに都道府県に「地域医療介護
総合確保基金」が設置されたことを契機として同
事業は廃止され，これまで実施されてきた相談窓
口の継続・設置や復職のための取り組みについて
は同基金を当てて実施している。

女性医師支援センター事業は 2006 年から開始
し，日本医師会への委託業務である。女性医師が
ライフステージに応じて働くことのできる柔軟な
勤務形態の促進を図るため，パートタイム勤務等
の職業斡旋事業を担う女性医師バンク事業を中
心に展開している。中央センターと西日本セン
ターのそれぞれにコーディネーター（医師）を配
置し，求職者と求人者の間に入って面談を斡旋し
ている。ただ，求職および求人の登録状況を見る
と，新規求職登録者数は最も多い 2007 年の 207
人から 2012 年には 26 人へと減少，新規求人数
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図４　外科群を選択する 30代の男女別医師割合推移

出所：「医師・歯科医師・薬剤師調査」（厚生労働省）より
　　　筆者作成。
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は 2007 年の 2338 人から 2012 年の 742 人と減少
している。また就業斡旋の状況も最も数の多かっ
た 2007 年の 631 件（相談件数）442 件（紹介件数）
から，2012 年にはそれぞれ 440 件，178 件と減少
している。事業が低調である背景としては，認知
度の低さや女性医師のニーズ把握の難しさ，離職
中の女性医師にアプローチをする手段がないこと
などが指摘されている。女性医師支援センター事
業ではこうした斡旋事業の他にも，学会等におけ
るブース出展やシンポジウムの開催，医師会等に
おける勤務環境改善に関連する講習会・講演会の
開催，講習会等への託児サービス併設補助なども
行っている。

女性医師キャリア支援モデル普及事業は公募型
の事業であり，女性医師支援の先駆的な取り組み
を行う医療機関を「女性医師キャリア支援モデル
推進医療機関」として位置づけ，地域の医療機関
に普及可能な支援策のモデル構築やシンポジウム
等の普及・啓発などのための必要経費を補助して
いる。これまでの実施機関は 2015 年（平成 27 年
度）岡山大学と名古屋大学，2016 年（平成 28 年
度）東京女子医科大学と久留米大学，2017 年（平
成 29 年度）広島大学，佐賀大学，2018 年（平成
30 年度）大分大学，一般社団法人全国医学部長病
院長会議事務局である。

また，文部科学省は大学教育改革の支援として
実施した「地域医療等社会的ニーズに対応した質
の高い医療人養成推進プログラム」の中で，2017
年は「女性医師・看護師の臨床現場定着及び復帰
支援」をテーマとして公募を行った。旭川医科大
学，筑波大学，神戸大学，島根大学，岡山大学，
九州大学，大阪市立大学，和歌山県立医科大学，
自治医科大学が採択され，それぞれの大学病院が
実施主体となった。

女性医師の労働環境整備は厚生労働省「医師の
働き方改革に関する検討会」でも 2017 年 8 月 2
日の第 1 回目検討会から主要な課題の一つとして
取り上げられ続けている。ここで女性医師のライ
フイベントは所与の条件として議論されており，
医師全体の労働環境を考える際に一定の影響力を
持っていると考えられる。

Ⅴ　入 試 差 別
　
女性医師は緩やかに増え，診療科の選択も多様

化し，また国や医育機関も女性医師の働きやすい
環境づくりのために支援策を重ねている一方で，
残念なことに 2018 年，複数の大学が医学部入試
において女性受験者の数を意図的に抑制していた
ことが報じられた。文部科学省の「医学部医学科
入学者選抜における公正確保等に係る緊急調査
の最終まとめ」（文部科学省 2018a）において属性

（性別）を理由とした一律的な取扱いの差別があ
ったとして指摘された大学は，順天堂大学，東京
医科大学，北里大学の 3 大学である。加えて，不
適切である可能性が高いがこの事実を認めていな
い大学として，聖マリアンナ医科大学が同報告書
内で指摘されており，合計 4 つの大学が女性差別
に関与したと考えられる（以下，特に断りがない
限り「医学部入試」は医学部医学科入試のことを指
すものとする）。東京医科大学は男性受験者にだけ
加点し（東京医科大学第三者委員会 2018a: 2018b），
順天堂大学は女性受験者にだけ難易度の高い合
格基準を適用し（順天堂第三者委員会 2018），北
里大学は補欠合格者に対する合格連絡で男性受
験者を優先し（北里大学第三者委員会 2018），聖マ
リアンナ医科大学は，女性受験者の 1.8 ～ 2.6 倍
高い成績を男性受験者に与えていた（文部科学省 
2018a）。それぞれの大学が事情を釈明している
が，例えば順天堂大学は記者会見において「女子
の方が精神的な成熟が男子より早く，コミュニケ
ーション能力が高い」からこの差を埋めるために
女性受験者に難易度の高い合格ラインを設定した
と説明するなど（土居・宮坂・山下 2018），なんと
しても男性受験者を優先させたいという大学側の
意図が明らかになった。

この事件をきっかけに，文部科学省は全国 81
の医学部を有する大学の過去 6 年間の入試結果を
まとめた（文部科学省 2018b）。以下に示す図表は
この報告書から得られた，2013 年から 2018 年に
実施された各大学の入試結果（平成 25 年度入試か
ら平成 30 年度入試）をもとにしている（女子大学
である東京女子医科大学を除く）。
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表 2 は，男性合格率を 1 とした場合の女性合格
率を年度別，国公私立大学別に示している。女性
合格率は全大学を平均して 0.92（6 年間平均）で
ある。国立大学は 0.94，公立大学は 0.87，私立
大学は 0.90 である。男女が同じ合格率となるの
は 2017 年の国立大学のみで，国公私立の別を問
わず，女性合格率は男性合格率を下回る傾向が
みられる。女性合格率を学校数別にみたのが図 5
である。いずれの年も 1 以下が最多学校数であ

る。2018 年は女性合格率 0.9 代が 19 校で最多校
数，2017 年は 0.8 代が 18 校，2016 年は 0.9 代が
14 校，2015 年は 0.9 代が 19 校，2014 年は 0.8 代
が 17 校，2013 年は 0.8 代が 22 校とそれぞれ最多
学校数である。女性合格率が 1 以上，つまり男性
合格率よりも高い学校は，最も多い 2017 年でも
わずか 28 校しか存在せず，すべての年で 40％以
下である。

一方で，2015 年から 2019 年の文部科学省の

表 2　男性合格率を 1とした場合の女性合格率

2018 2017 2016 2015 2014 2013 平均

国立大学 0.92 1.00 0.88 0.95 0.95 0.93 0.94

公立大学 0.85 0.90 0.84 0.87 0.91 0.85 0.87

私立大学 0.87 0.93 0.91 0.92 0.86 0.94 0.90

全大学 0.89 0.96 0.89 0.93 0.91 0.93 0.92

注：1）女子大学である東京女子医科大学を除く。
　　2） 国際医療福祉大学は 2017 年度に，東北医科薬科大学は 2016 年度に医学部を開設したため，

それぞれ 2016 年度以前，2015 年度以前の入試結果はなく，データに含んでいない。
　　3） 女性合格率は次の通り求めた。まず大学別に「男性合格率を 1 とした場合の女性合格率」＝

（女性合格者数／女性受験者数）／（男性合格者数／男性受験者数）を求め，国立大学，公立
大学，私立大学それぞれで平均をとり，これを「男性合格率を 1 とした場合の女性合格率」
として表 2 に示した。国立大学は北海道大学から琉球大学までの 42 校の平均，公立大学は札
幌医科大学から和歌山県立医科大学までの 8 校の平均，私立大学は岩手医科大学から福岡大
学までを含むが，上記注 2 に示した理由から，2018 年から 2017 年は 30 校，2016 年は 29 校，
2018 年から 2013 年は 28 校の平均である。

出所：文部科学省（2018b）より筆者作成。
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注：1）女子大学である東京女子医科大学を除く。
　　2）国際医療福祉大学は 2017 年度に，東北医科薬科大学は 2016 年度に医学部を開設したため，それぞれ 2016 年度以前，

2015 年度以前の入試結果はなく，データに含んでいない。
　　3）学校数は，表 2で求めた「男性合格率を 1とした場合の女性合格率」をもとに集計した。
出所：文部科学省（2018b）より筆者作成。
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『学校基本調査』によると，医学を除くほとんど
全ての学部や学科で女性入学率は男性入学率を上
回っている（図 6）。男性入学率を 1 とした場合
の女性入学率は全学部・学科平均（医学を除く）
で 1.11，自然科学系平均（医学を除く）は 1.08，
人文・社会科学系は 1.15 である。医学は 5 年平
均で 0.89 であった。過去 5 年間のうち，医学以
外で女性入学率が男性を下回ったのは，2015 年

の家政（0.97），2015 年の理学（0.99）のみであ
って，かついずれも医学のように 0.90 を下回る
ことはない。医学の女性入学率は 2015 年 0.88，
2016 年 0.86，2017 年 0.90，2018 年 0.86，2019 年
0.93 と，家政（0.97）や理学（0.99）とは差があ
る。医学における女性入学率の低さは他学部・学
科と比較して目立った特徴だといえる。

加えて，医師国家試験の男女別合格率の推移を
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図６　男性入学率を 1とした場合の女性入学率

注：1）女性入学率は次の通り求めた。男性入学率を 1 とした場合の女性入学率＝（女性入学者数／女性入学志願者数）／（男性
入学数／男性入学志願者数）

　　2）表 2・図 5 で用いた女性合格率と，図 6 で用いた女性入学率は異なるデータである点に注意が必要である。表 2，図 5
で用いた値は文部科学省（2018b）が出所であるが，図 6で用いた値は『学校基本調査』（文部科学省）が出所である。
前者は各学校の受験者数と合格者数が明らかであるので合格率を，後者は志願者数と入学者数のデータであるため入
学率を得られる。併願校数が多い場合に入学率は下がる傾向があるため，大学の選考傾向を理解するには合格率がよ
り適当であるが，医学部以外について合格率を調査した資料はない。他学部との違いをみるため図 6 では『学校基本
調査』を用いて入学率を比較した。

出所：『学校基本調査』（文部科学省）より筆者作成。
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図 7　医師国家試験の男女別合格率推移（％）

出所：1992 年から 2004 年までは「週刊医学界新聞」（医学書院）より，2005 年から 2019 年までは「医師国家試験の現況」（厚
生労働省）より筆者作成。
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みると，1992 年から 2019 年までの全ての年にお
いて一貫して女性合格率が男性合格率を上回って
おり，平均 4.5 ポイントの差がある（図 7）女性
の合格率は 1992 年と 1999 年，2000 年を除いて
常に 9 割以上である一方，男性の合格率は 2015
年と 2016 年を除いて常に 9 割未満である。

女性の医学部合格率・入学率が男性より低い背
景をここで詳細に分析することはできず，単純に
男性に比べて値が低いことをもって差別的取扱い
が広く行われていたとは言えない。ただ，医学を
除くほとんどすべての学部や学科において女性の
入学率が高いこと，また 6 年間の就学期間を経て
受験する医師国家試験では女性の合格率が男性よ
り常に高いことを併せて考えると，医学部入試に
おいてのみ男性受験者がよい結果を出しているこ
とは特徴的な現象だといえる。

Ⅵ　お わ り に

以上みてきたように，女性医師の割合は他国と
比べると低いものの徐々に増加しつつあり，女性
医師の診療科の選択も，内科や眼科，小児科とい
った診療科だけではなく，多様な診療科が選択肢
となりつつある。特に外科群では 30 代男性医師
の外科離れが進む一方，女性医師では選択する人
が増えつつあり，従来の性別による診療科選択
の偏りはひとつの転換点を迎えつつあるといえる
だろう。国なども，課題はあるものの様々な政策
を展開させ，女性医師の働きやすい環境づくりを
目指しており，女性医師が数を増やしながら多様
な診療科で能力を発揮するという時代の流れがあ
る。ところが，これに逆らうかのように，一部の
大学で女性をそもそも大学入学時点で差別してい
たという問題が指摘された。他の大学で差別的扱
いが行われているかは不明だが，仮に差別がある
場合，多くの関係者が女性受験者の医学部進学を
支援し女性医師の労働環境を改善しようと努力し
たとしても，女性医師の数が増えることはありえ
ないし，数が増えなければ労働環境改善の圧力も
弱いままである。医学部入学者に対する女性の割
合は 1994 年に 30％を超えたがその後 25 年間も
横ばいが続いており，他国とは異なって 40% を

いまだ越えられないでいるが，仮に差別がある場
合，この壁を超えるのは非常に先の話になる。発
展途上の課題が多くあるが，多くの人が性別にと
らわれずにその能力を開花させることができるよ
う，今後も注視していく必要がある。

＊謝辞　本研究は JSPS 科研費 17K17819 の助成を受けたもので
す。
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